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InthispaperweinvestigatethefeasibilityoftheSpaceSolarPowerSystem(SSPS)
fromtheeconomicviewpoint.TheSSPSisthesystemthatgeneratestheelectricpower
bythesolarpanelsontheorbitingplatform,transformsthepowerintothemicrowave
andthentransmitsittotheearth.Theconstructionoftheorbitingplatformwillneed
anenormousamountofinitialinvestment.Therefore,itisimportanttoestimateits
economicfeasibilitybeforehand.Thepurposeofthisstudyistoexaminethecommercial
viabilityoftheSSPS.

Firstly,wecomparebetweentheSSPSandotherexistingpowersuppliestoday,for
example,thefossilfuelpowersystemsandthenuclearpowerplant,qualitatively・Then
itisconsideredthatthegeneratingcostoftheSSPSisoneofthemostimportant
parameterstocomparebetweenthenuclearpowerandtheSSPS.Incomparewiththe
crudefiredpower,theamountofthecrudeforgeneratingtheelectricityissosmaller
thanthetotalcrudeconsumptionsinJapan・Andwenoticethattheelectricityfromthe
SSPSdon'troleasoneofthereplacementoftheoilanditisconsideredthattheSSPSis
noteffectivesolutionagainstthecrudedepletion.
Secondly,thegeneratingcostoftheSSPSandthePhotovoltaicPowerSystemonthe

Ground(PVsystemontheground)areestimatedwithJAXA'scostmodelfortheSSPS
andouroriginalcostmodelforthePVsystemontheground.Itshowsthattheboth
generatingcostarealmostsameifthesolarcellcostisreducedtoabout100yenperW.
Andifwetakethevalue(cost)ofthestableenergysupplyaddedonthegeneratingcost
ofthePVsystemonthegroundintoconsideration,theSSPSmaybecommercially
viableinthefutureelectricitymarket.

*Presentedatthe7*SPSSymposium,16-17September,2004
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宇宙太陽発電システムと地上太陽発電システムとの経済評価注’

松岡巌（京都大学経済研究所）

606.8501京都市左京区吉田本町:matsuoka@kier.kyoto-u.ac・jp

1 はじめに

昨今、宇宙太陽光発電システム（以下S S P S ) に関する研究が再燃している。1 9 9 7 年ア
メリカ航空宇宙局( 以下N A S A ) によるフレッシュルック・スタディ以降､ 我が国においても、
1 9 9 8 年から旧宇宙開発事業団( N A S A D A ･ 現､ 宇宙航空研究開発機構: J A X A ) 、また2 0 0 0
年から財団法人無人宇宙実験システム研究開発機構( 以下U S E F : 経済産業省より委託) によ
り検討委員会が発足し、S S P S に対する検討を活性化させてきた。その結果、例えば技術的
な検討においては、衛星における排熱問題や、輸送時における電子機器（例えば太陽電池）
などへの放射線の影響などの新たな問題点[ 1 ] や、それらを考慮した複数の設計概念案[ 1 ] を
提示している。また、経済的な検討の結果、既存の電源との比較による目標発電原価の設
定[ 1 ] と、それをブレイクダウンした形で提示された、各要素技術のコストや効率[ 1 ] など、
研究開発計画に必要な、段階的な目標値が設定されることとなった。
しかしながら、S S P S そのものの役割については、既存の研究ではほとんど検討されてい

ない。そこで本研究では、まず、日本の既存の火力発電と原子力発電、地上太陽光発電に
対して、定性的な比較検討を行うことで、将来の電力市場におけるS S P S の競合電源につ
いての検討を行う。次に、地上設置型の再生可能エネルギーとの比較として、地上太陽光
発電システムとの経済評価を行う。これにより、太陽電池を宇宙空間に持ち上げる経済的
な意義が明らかになると考える。

2 既存の発電システムとの比較

既存の発電システムとS S P S との比較を行うため、電源のもつ性質を大きく、燃料、アセ
スメント、電源特性、二酸化炭素（以下C 0 2 ) 負荷、地上設備の面積、それに経済性評価
のため発電原価の6 つの項目を設定した。また、S S P S には幾つかの概念設計案があるが、
ここでは、S S P S を電源として想定した。よって、エネルギーを取り出す手段が、太陽電池
による発電であっても、直接励起型レーザー等であるかは問わないが、光触媒等を用いて

レーザー光で水素を製造するなどのシステムについては、比較が困難であるため、検討か
ら除外している。また、設置軌道は静止軌道とし、定常的な電力供給が行えると仮定した。

注’第7 回S P S シンポジウム、九州工業大学にて2 0 0 4 年9 月1 6 ，1 7 日開催
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表1 は、S S P S と既存電源との比較を表している。図中の○は、項目に該当する場合に記
載されている。まず原子力発電との比較を行う。現在日本において、原子力発電はベース
用電源として位置づけられているが、S S P S の発電衛星が静止軌道に設置された場合、ほぼ
定常的に電力を供給することが可能となるため、電源特性という点から、S S P S はベース用
電源となりうる。また、燃料の国内自給という点からみても、ウラン燃料の精製という観
点から国産エネルギーとされている原子力発電ではあるが、現実にはオーストラリアを始
め海外産のウランに依存しているため、燃料を国内自給しているとは言い難い。資源量に
ついては、ウランの埋蔵量は6 0 年強であり、石油と比較すると長期的である。すでに2 0 1 5
年までの世界のウラン需要量は採掘済[ 2 ] であるという現実、また軍縮に伴う核兵器用のプ
ルトニウムの転用、近年の欧州等の先進国の原子力離れ、核燃料サイクルの実現までを視
野に入れた場合、ウランは比較的長期に安定して供給可能な燃料と考えられる。また、地
上設置面積は、両者とも数平方キロメートル必要となる。例えば、東京電力株式会社の柏
崎刈羽原子力発電所の敷地面積は、およそ4 平方キロメートル強で、設備容量は8 0 0 万k W
以上である。S S P S のレクテナ面積が出力に依存しないため、例えば半径1 キロメートルの
円と仮定した場合、およそ3 ．1 4 平方キロメートルのレクテナに、数百万k W のオーダーで
電力を輸送することが可能である。また、C 0 2 排出量もほぼ同程度という報告もあり、原
子力発電と競合するためには、最終的には経済性が非常に重要視されてくると考えられる。

次に火力発電との比較であるが、ここでは石油火力発電との比較についてのみ説明する。
過去、原子力発電の導入時に、当該電源は石油代替効果があると評された。例えば、1 9 7 0
年の石油火力発電による発電量は、6 4 ％[ 3 ] であり全電源の中で最も発電を行っている電源
であった。よって、ベース電力の一部を担っていたと考えられるため、原子力発電にはそ
の代替効果があったと考えることも出来る。しかしながら、将来S S P S を導入する場合に
は、この石油代替効果はあまり期待できない。現在の日本における電源構成（燃料投入量
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ベース）では、石油火力は全体の1 4 ％程度しかなく、同様に、日本の1 次エネルギー消費
（石油）量に対する電力用の量も、およそ1 2 ％程度に留まる[ 3 ] 。よって、電源としてS S P S
が導入される以上、全ての石油火力を代替できたとしても、石油消費量の1 2 ％を削減でき
るのみである。今後、化石資源の枯渇、途上国のエネルギー需要の急増を受け、石油火力
発電の比率が増加する可能性はあるが、現時点では、例えば途上国で産油国でもあるイン
ドネシアでも、現在の石油火力発電の比率は、2 0 ％以下であり、安価な石炭火力の発電量の
およそ半分程度である。よって、埋蔵量の少ない石油の枯渇により、一層石炭火力等への
シフトこそ考えられるが、日本の電源構成において石油火力へのシフトは想定し難いと考
えられる。

また、比較項目別に検討した場合、電源特性の点で、そもそも石油火力発電の代替として
も機能しない可能性が指摘出来る。S S P S は確かに瞬間的にレクテナに電力を供給できるた
め、需要変動に対する負荷追従性が高いと思える。しかしながら、裏返せば、それはその
送電以外の時間は別の場所に送電を行っているか、若しくは送電を行っていないという状
態が存在していることを意味している。特にこのS S P S の負荷追従性についての検討は本
格的に行われておらず、この技術課題が解決できるか否かで、S S P S が石油火力代替にすら
なりえない可能性が存在している。

3 地上太陽光発電システムとの比靭

次に地上太陽光発電システムとの比較を行う。表1 より、同じ太陽光由来の電源である地
上太陽光発電システムとS S P S とを比較する場合は、経済性以外では、定常運転が可能で
あるかどうかが重要視されると考えられる。そこで、定常運転の価値を考慮し、S S P S と地
上太陽光発電システムの経済的優位性について比較検討を行った。これは、まさに、太陽
電池を宇宙空間に持ち上げる意義を示すことになる。

まず、検討に際し、S S P S と地上太陽光発電システムのコスト評価モデルを検討した。本
研究では、前者にはJ A X A のモデル[ 1 ] を使用し、後者については、前者との公正な比較を
行うため、太陽電池価格、太陽電池変換効率、土地費用、償却年数、借入率については、
前者で使用した値を流用した。また、地上太陽光発電システムは、傾斜角3 0 度で南向きに
太陽電池を設置するとした。また、太陽電池のマウント費用と周辺機器費用については、
現在価格と将来価格を設定し[ 4 1 、さらには屋根に設置する場合（土地費用は不要）と地上
に新たに発電所として設置する場合（土地費用が必要）を想定し、これらの組み合わせに
より4 つのケースを設定した。詳細は表2 に示す。
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表2 地上太陽光発電システムのコスト計算用変数

年平均日照率として、全国1 2 都市の過去の日照データ（日本天気協会）より平均値を用
いた。太陽電池価格をS S P S のコストモデルで用いた同値の1 0 0 円/ w として、各都市の地
上太陽光発電システムの発電原価を計算した結果、最も高額なケースとなるA では、1 4 ．2

～1 6 . 5 円/ k W h に、最も安価なケースであるD では、7 . 6 ～8 . 8 円/ k W h の値が得られた。ま
た土地費用の有無が発電原価に与える影響がほとんど無いことが明らかとなった。

次に、S S P S の発電原価の比較を行う。太| 場電池価格を6 0 0 円/ w ～1 0 0 円/ w と想定した

場合の地上太陽光発電システムとS S P S の発電原価を図1 に示す。この結果、同条件で発

電原価を計算した場合、充分に太陽電池価格がコストダウンされた状態（1 0 0 円/ w 程度）
においては、太陽電池のマウント費用、周辺機器費用が将来価格の場合は、S S P S と地上太

陽光発電システムとの発電原価の差異がほとんどでないことが明らかとなった。
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図1 S S P S と地上太陽光発電システムの発電原価

次に、S S P S の定常運転の価値を考慮するため、地上太陽光発電システムに蓄電機能を正
加したケースを想定した。場所により天候条件が異なるため、蓄電容量の設定を本研究て
は半日分と想定し、晴天時であれば、その日照時間のうちに半日分の電力量が蓄電できそ
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ケース I ［ （ ■
■

大鴫雷池恋樋効塞 1 7 m
借入率 39
償却年謝 30年
土地費斥 5 0 億円/ k m
太陽電池マウント
費用1 千円/ k W 13（ 2（ 1 3 0 2 6

太陽電池周辺機器
費用' 千円/ k W 7 8 4（ 7 8 4 0

土地喪 1 の有無 必要 必要 不要 不要



発電設備を設置するとした。蓄電設備として、揚水発電（ケースE ) 、鉛蓄電池( ケースF ｿ 、
さらに電解と燃料電池( 固体高分子型：ケースG ) ) を将来蓄電技術として想定した。また、
蓄電設備は巨大なシステムと考えられるため、土地費用が必要で、かつ太陽電池のマウン
ト費用、周辺機器費用は将来価格であるケースB における発電原価を計算した。日照率は
1 2 ％、日照量は、正弦曲線で近似させた。投入変数と計算結果については表3 に示す[ 5 ] 。
その結果、定常運転には程遠い蓄電量であるにもかかわらず、最も安価な結果である揚水
発電を利用したケースE でも、3 7 円/ k W h と非常に高額になることが明らかとなった。

表3 蓄電設備付き地上太陽光発電システム

4 結論

まず、日本の将来電力市場において原子力発電とS S P S が競合する場合は、ベース用電源

として、経済性に焦点が絞られる可能性が高い。また最も枯渇が心配されている石油を用
いた石油火力代替としての効果は低く、そもそも代替可能であるかという技術的な追加検
討も必要であると考える。また、地上太陽光発電システムとS S P S とを発電原価だけで比

較した場合は､ S S P S は地上太陽光発電システムに対して経済的な優位性はないと考えられ
る。しかしながら、定常運転を考慮した場合、S S P S には地上太陽光発電システムの発電原
価はS S P S のそれよりもはるかに高額になる可能性があり優位性は存在すると考えられる。
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